
ケアパートナー株式会社

流　動　資　産 4,084,091 流　動　負　債 3,049,349

現 金 及 び 預 金 1,391,265 未 払 金 964,260

売 掛 金 2,442,145 関 係 会 社 短 期 借 入 金 1,380,000

貯 蔵 品 10,377 リ ー ス 債 務 4,757

立 替 金 6,809 未 払 法 人 税 等 11,054

前 払 費 用 205,677 未 払 消 費 税 7,465

そ の 他 27,981 関係会社未払金 15,131

貸 倒 引 当 金 △ 166 関 係 未 払 利 息 586

固　定　資　産 2,632,851 預 り 金 140,871

有形固定資産 998,085 賞 与 引 当 金 521,010

建 物 367,202 株式給付引当金 4,212

建 物 付 属 設 備 471,892 固　定　負　債 586,091

構 築 物 31,766 リ ー ス 債 務 2,469

工 具 器 具 備 品 75,216 長期預り保証金 5,088

リ ー ス 資 産 6,800 退職給付引当金 568,795

建 設 仮 勘 定 45,206 役員退職慰労引当金 4,765

無形固定資産 70,468 株式給付引当金 4,972

電 話 加 入 権 4,300 3,635,441

ソ フ ト ウ ェ ア 64,355

そ の 他 1,811 株　主　資　本 3,081,501

投資その他の資産 1,564,298 資本金 100,000

関 係 会 社 株 式 218,070 資本剰余金 15,000

繰 延 税 金 資 産 517,115 利益剰余金 2,966,501

差 入 保 証 金 822,970 その他利益剰余金 2,966,501

長 期 前 払 費 用 6,142 繰越利益剰余金 2,966,501

3,081,501

6,716,942 6,716,942資 産 合 計 負債及び純資産合計

純 資 産 合 計

負 債 合 計

純資産の部

貸　　借　　対　　照　　表

（令和 5年 3月31日 現在）

（単位：千円）

資産の部 負債の部

科目 金　　額 科目 金　　額



個 別 注 記 表

（自令和 4 年 4 月 1 日 至令和 5 年 3 月 31 日） 

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

   棚卸資産の評価基準及び評価方法

  最終仕入原価法に基づく原価法によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法

 （1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。（ただし、平成 10年 4月以降に取得した建物（附属設備を除く）、

平成 28年 4月以降に取得した建物附属設備、構築物については定額法）

     建物・構築物   3～47年

     工具器具・備品  2～20年

 （2）無形固定資産（リース資産を除く）

    定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（5年）に基づく定額法によっております。

 （3）リース資産

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

3. 引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

   等特定の債権について個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 （2）賞与引当金

  従業員の賞与の支給に充当するため、支給見込額を計上しております。

 （3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。なお、退職給付引当金の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 （4）役員退職慰労引当金

    役員退職慰労金の支出に備えるため、当事業年度末における期末要支給額を計上しております。

 （5）株式給付引当金

株式給付規程に基づく従業員の親会社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給

付債務の見込額に基づき計上しております。



4. その他計算書類作成の為の基本となる重要な事項

 （1）繰延資産の処理方法

    計上時に費用処理しております。

 （2）収益及び費用の計上基準

    介護保険サービスの提供によるもの ・・・サービスの提供且つ給付請求実施により計上

    それ以外のもの          ・・・契約基準、検収基準により計上

 （3）消費税等の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

    なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用としております。

5. 重要な会計方針の変更

該当事項はありません。

貸借対照表に関する注記

1. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債務               －百万円

損益計算書に関する注記

1. 関係会社との取引高

   営業取引による取引高

    営業収益                5百万円

    営業費用                －百万円

   営業取引以外の取引による取引高      

営業外収益               －百万円

 営業外費用               －百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度

期首株式数

当事業年度

増加株式数

当事業年度

減少株式数

当事業年度末

株 式 数

普通株式 18,800株 －株 －株 18,800株


